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経済学その新しい流れ

??把握がなされていく。この政治経済学的再把握を， 

従来の経済学手法のあ用によって進めてゆくとき，わ 

れわれは，何を対象としてとりあげなけれぱならない 

かを老えなみれぱならない。多くの新しい流れは，経 

済学の手法を採用しつつ経済学の名にとらわれない社 

会システム把掘へと進み rホモエコノミカスJ に対置 

すべき人間行動の設定に苦慮し始めている。

そこで，このノートの最後に，そ■の対象の広がりに 

ついての認識を深めておきたい。（図- 1 )は，人間行動 

の全領域を，使宜的に分類したものである。経済学が 

対象とした人間行動は，人間行動のうちの極めてi i：少 

な部分であるといえる。 ところが，効用一般を，個人 

に(g有の価値驻準に基づいて極大化するという合理的 

人間を想定するならぱ，ユゴイ.ズムも，セルフインタ 

レストも，アルトライズム（利他主義）參も，すべてを 

含む場合の人間行動を把えてしまいそうである。それ 

故，そこには，経済学の手法が応用され，ゲーム論の 

一般化として，批判されている経済学の抽象的模做が 

登場するにすぎない。重要なことは，生じる取引き， 

コンプリクトの領域を見定め，をれに レリバン トなシ 

ステムを把握し，実証分析への手掛かりを插むことで 

ある。そして，生じる問題を経済学という既存の狭い 

視!^から見るのではなく，生じている問題と，それを 

重要な問題であると認識する人々との間を結ぶ論理と 

して把握しなけれポならない。人々の行動は，（A)〜 (E) 
という領域にあり，これまでの経済学は(B)〜(E)の領域 

の(E)(D)を除いた部分に大半の精力を注ぎ込んでいた， 

し か し （E)(D)が重視され，その収引きプロセスが重視 

される時，図- 3で示される（I ) ~ ( 1 V )の収引関係が生 

じることになる。そして，とりわけ, S 発的なバーゲ 

ニングの領域（放っておけぱ，主体の認識の変化によ0 て 

最適解への安定的移行が動機づけられる）とは異る， 集合 

的，及び，公的行の傲域こそが，自発的個人的交渉 

に化べて， "放っておいては解けない間題"を包含し

ているが故に，董要となるのである。

経済学その新しい流れ (2》では，このPublic Purpose* 
についてのノレトを行う。

〔プキャナンの主な著作）

Prices, Income aiid Public Policy, lyicGraw-Hill 
Book Company, Inc., 1954. with C. L. Allen and 
M. R. Colberg.

Public Principles of Public Debt, Richard D. Irwin, 
Inc., Homewood, Illinois, 1958.

The Public Finances, Richard D. Irwin, Inc., 
Homewood, Illinois, I960., r財政学入門 ] 深沢実' 
監訳，文真堂 

Fiscal Theory and Political Ecommy, The Uni
versity of North Carolina Press, Chapel Hill, 1960. 

Calculas of Conse7iti The University of Michigan 
Press, 1962. with G. Tullock 

The Public Finance in  Democratic Process, The 
University of North Carolina Press, 1967" 「財政 

理論」民主主義過程の財政学山之内，日向寺訳， 

勁草書房

Demand and Supply of PvMic Goods, Rand.
McNally & Co., Chicago, 1968. '

Cost and Choice, 1969.
Academia in  Anarchy, Basic Books, Inc., Publishers, 

1970, with N. Devletoglou 
Theory o f  Public Choice, The University of Mi

chigan, Press, Ann. Arbor, 1972. Ed. with R. D. 
Tollison

プキャナンの多くの貢献は，広範な諸論文にある。 

主だった論文の紹分は，次の機会 f ノート経済学 

その新しい流れ(2》一公:共目的をめぐる議論J に譲るこ 

とにする。

(廣應義盤大学大学院経済学研究科博土課程）

小鳥三郎君学位授与報告

報 告 番 号 甲 第 204号
学位の種類経済学博士

授与わ年月日昭和 43年 9 月19日
学位論文題名「経験主義ドイッ経営経済学のi f 究J

内 容 の 要 旨

「経験主義ドイッ経営経済学の研究J 論:^要旨

小 鳥 三 郎

ドイツ経営経済学の成立は，一般にW世紀末から今 

世紀の初頭でちると'̂ 、われている，このぎが如実に物 

語っている様に, 経営経済学はその成立当射よりr舞接 

科学関係，特に国民経済学との関係を問題とせざるを 

えなかった。その為に，経営経済学の約70年に直る発 

展過程にあって，この学科を,当為を樹立する科学と 

して趣定しようとするもの（規脑学派)，技術学又はエ 

芸論i して規定しようとするもの（技術学派）及び理論 

科学として規定しようとするもの（理論学派）等が現わ 

れ，それぞれの主張を行うこととなった。それ故にド 

イツ経営経済学においては今日までの間に，実に 3 回 

に：！:る方法論争がくりひろげられたのである。即ち， 

1910年代初頭におけるワイヤーマンニシ:n — ニックの 

主張をめぐる第1 次方法論争, 1920年代後半における 

リ‘ ガーの学説をめぐる第2 次方法論争, そして1950 
年代初頭におけるグーチンペルクの著作をめぐる第3 
次方法論争がそれである。 しかも， れら方法論争に 

ついてみれば，それぞれの論争の直接的契機を与えた 

ものは，何れもそれぞれの理論科学としてこの学科を 

親定せんとした主張であり，著作であった。

しかしながら，第 1 次 * 第 2 次の方法論争では，第 

1 次方法論争は第1 次大戦の勃発により，また第2 次 

方法論争は所謂ナチスの政権担当により何れも中断さ 

れたのであった。

そして，その中断後の期間は,常に想範学派の学者の 

主張力’、世に受け入れられ，学界の大勢を支配していた 

のでもる。従って，少なくともかかる外的庄カにより 

方法論♦が中断されるととなく，特に趣論学派的見解

をいだく者の主張が究分に展開されたのは今次大娥後： 

の第3 次方法論争がはじめてであるということが出来 

る（尚，♦日の時点におV、ても数力、らすれば技術学派が多い)。 

さて, 第者は, その方法論的立場としズ，ク :— パ 

ゾンバルト，アモシ等といった人々の社会科学方 

法論にさ鳴する。そのためにいかに経き経済学が現実 

に參仕すべきだと主張されても，この学科が社会科学 

の一'̂̂ァTjあるかぎり，科学の名のもとに,特定の規範 

を樹立したり，当 為 （sollen)を指示したりすることは- 
出来ないと考える。それ故に若し科学としての経営経 

梭学を主張せんとするかぎ！?， リーガー，グーチンべ 

ルク，シエ"ファーといった人々の態度と主張力';支持 

される。

だが，他方において科学的な歷史観に立つかぎり* 
ある学説なり主張といったものは決して突然ある個人 

によっ.て主張されるものではない。そこには，その時 

々の社会的,経済的背景を皮映した問題意識が存在し 

且つ多くの人々の努力がその人の学説になって結実し 

たと見ろぺきである。換言すれば， リーガー， グーチ 

ンペルク等-の人々の主張も，決して# なる個然によゥ.
て生れたものではもりえない。そこで，ゥ- ーバー， 

ゾンバルトといった人々の社会科学方法論に共鳴し 

リ一ガー，グーチンベルクの態度と経営経済学の性格 

規定を支持すれぱ支持する程，それら学説と，その他 

のこの方面の学説との関連を発展乃至展開としてとら 

えるべきだと考える。本I f土資格請求論文は正にかか 

る観点から広くとの学科の成立当初より1960年代初頭 

までの経験主義経営経済学説史の系譜を論究したもの’ 
でぁる。

論文審査の要旨 .
『論文の特性』

1. 今世紀以後のドイツ経當経済学説の， とりわけ第- 
2 次大戦後の詳細な研究

ドイツ経営学の研究については，わがIBでも，い. 
くつかの著述はあるが，これはど全面的な検討を加 

免ているものはない。

2 . 間題意識として，経営経済学め科学的自立性を念 

願としつら，経験的科学と、しての経営経済学の方法 

論的特質の追求とレ、う一つのチ.一マに* 十数年に直 

る研究を賭けた努力の成果であること。

3. 経営経済学の認識目標，認識対象，選挑原理から ,. 
経资学，経営社会学，経営心理学などの隣接ま科学 

との関係など,経営経済学あるいは経営学のあり方

62 (1 24) ， 63(125)
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.を考察する上で数多くの考え方，資料を提供してい 

ること。

4 . 以上のような，詳細な学説，多数の理論，とりわ 

• け方法論上の諸概念的装置を基礎に,現代において

経験的科学としての経営経済学の理論体系を形成す 

ることが，今後の課題として小高君に残されている 

こと。 . '
5 . 尚，学説史研究上からみれぱ「学説史方法論J へ 

の理論的自覚が稀薄であること。

たとえぱ社会科学方法論として，よりどころとし 

ているM. W eberの立場なり，新しい方向としての 

分析哲学的方法は， r学説史J 方法論としてどう位 

置づけられるべきかのま覚が足りない。

それ故，Weberの理解的方法，分析哲学の未熟な 

消化がみられなくもない。

『研究の出発点と方向j 
.(1) 経営学り科学性への反省

1. 経営者的とも言われるような実務的間題関心 

への疑問。 ’
2 , 技術論，或は応用科学と言われる場合，その 

技術性や応用性の支えるものは何か。

' 3 . 技術論, 応用科学.理論科学はどう異なるの 

か。

イ2》 上記の反省から「社会科学方法論J, [経営学方 

法論」，「経営学史J 研究へと向らた，

このことゼ、、方法論斬究の盛んでちったドイツ 

経営経済学研究に進ましめた。

< (3 )研究チ-•マの確立

ドイツ経営経済学の研究を通じて，そこに三つ 

の学派の存在を知った。即ち，規範学派，技術学 

派，理論学派である。

前二者は，その主観性，形而上性や非論理性の 

故に共鳴できず，理論学派に最も共感した。けれ 

ども，戦争，ナチズムの弾圧により理論学派の主 

張は中絶された。この中絶された理論学派の主張 

や意図をつかみ，それを展開させることを，自己 

の課題とした。，

即 ち r理論学派の学説史班究とその方法論の確 

立J でもる。

. 以下，少しくその内容を跳づけるならぱ，こう 

である。

!マiT先の服開J 経驗主義経営経済学の発展の跡づけ 

(副論文） I 部 1910ギニ代から30年代まで 

(主論文） n 部 第 2 次大戦後から50年代中期の

第 3 次方法論争を中心として， 

代まで

第 エ 部

① 1910年代の，国民経清学に対する私経済学の意 

義の车張に始まり，私経済学の独自の性格への論 

理的考察が生じた。 ' ’
②そこに输理的規餘から経営原理を導出しようと 

する規範主義（NicWisch)への批判が生まれた。

③ そ し て ，経営経済学の対象の選択原理の論譲が 

展開された。それは先ず"収益性"原理をめぐゥ 

て論じられ, 一方に,截極的な収益性追求のため 

の r技術論J としての経営経済学の主張がなされ 

(Hoffmann や SieW )。...
他方に，収益性的立場への批刺として「経済性J 

原理が，例 え ぱ Schnmlenbaehの共同経済的経済 

性や, - Schm idtの圍民経済全体の生産力維持原則 

の形で主張された。

④ "方法論的g 覚の高まり"
上記論争の間に，次第に，一面で，企壤経済活 

動の内実への認識が深められ，他Mに全体経済と 

企業活動との関連性が考察され，このような企業 

活動の内包的，外延的な研究の発展を甚に,経営 

経済学の方法論的特性の研苑が，自覚的にとりあ 

げられるようになった。

これがSchiinpflUgの 30年 代 の 「個別経済学に 

おける方法問題」と 「経営経済学の認識対象」で 

ある。この頃より，主観主義方法論の立場から経 

営経済学の， r客観的法則追求の科学」つまり， 

理論的翁済科学としての主張が明確な形でなされ 

すこ。 しかし戦争 , ナチス支配により，その後の 

研究は中絶された。

第 I I 部

戦後のドイツ経営学は，東西の対立，分離の政治

状勢下の特殊な経濟発展を背景に，次め点をめぐっ

て展開された，

1 / 経営における人間問題，経営経済学と経常社会 

学の関係

2. 0 民経済学と経営経済学の関係

3. 数学的方法の利用の問題

, >更に，55年ごろからの経済発展が軌道にのり資本

の後中化が進むと，

4 . 経営経済学の対象構成上の選択原理の問題と,し 

て "収益性，，や "経済性，，の概念力*、W棱討される 

ことになった。 ，

I
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' 5 . それにつれて，理論的経営経済学の立場が前面 

に出て来て，経営経済学の対象を"企業" に求め, 
\体系構成原理として"収益性"を主張するように 

なってきた。

以上の諸点を，西独経済め発展を誰細に展望しなが 

ら， ドイツ経営経済学の諸著作,諸諭文を全面的に検 

tij■したものが主输文である。

主論文の構成と内容 ,
戦後の西ドイツ経済の発展a50t?c)

(イ） 康西分離により，食糧供給源として東独，軽エ 

業地帯としての中部ドイツを失ったが,占領地救 

済，対ツ戦略® からする迪合鼠の援助，通貨改革 

の成功, 内部蓄積を促進した資産再評価制度，.  
家資本の積極的参加等に よ̂り，めざましい発展を 

とげた。

52年の分割銀行の再合同は,そのような経済発 

展のュポックであり，それは独占資本の再編成期 

を示すものでちった。これが50年代の、'第 3 次方 

法論-争" の背景̂であった。

，(ロ） 戦後西独経済に見逃すことのできぬ点は，"共 

向決定法"，"経営組織法"の制定による新たな労 

使関係の動向である。

この点が，"経営社会論争，’ を生む大きな.契機 

となっている。

< (2 )戦後西ドイツ経営経済学の発展（1,400枚）

(イ） 戦後経済社会の新たな方向の摸索としてのキリ 

スト教的経営経済学 (Kalveram)
(ロ)、経営における人間間題，経営社会学の問題をめ 

ぐる理論的展開

.これにま加したのは， Hax, Fischer, Schmidt, 
Lehmann, Schafer等であり，経営社会学を経営経 

済学の中心に置くべきかを論点とした。上記論者 

のうち，前 4 者が讚成者でSc^iSferは反対論者で 

あった。

これらは1950年頃の共同決定法成立の時代に論 

じられた。

尚上記の論者とは別個に人間学的立場から規範 

的主張をしたのは,んM a r xと H asenackである。 

か） 経営における人間問題をめぐる論争を横目に， 

同じ時期に，それと無関係に公刊されたものが 

Gutenbergの •■経営経済学原：fflj I 巻であった。 

.しかb これによって「近代経済学的手法ニ数学的 

:MMの導入J の可西をめぐって,激しい論争が生 

€ . 所謂第 3 次方法論争力版開された。

それを積極的に主.張したのはGutenbergの他に 

は W affenschmidtや SchSferであり，’反对者の 

中心ほ MellerOwiczであった。

論点は，経営経済的諸要素の相互依存性や，個 

別的なものを全体関連性で把支るために面数的処 

理により正確に把握することを適じて， 「精密科 

学としての経営経济学J を形成しようとす；6 Gu
tenberg- に対し経営經资学の実践性と経営にお 

ける人問の意義を重視するM ellem viczを中心と 

する "応用学派，技術学派" がらの批判であった。 

{=-)こうして生じた第3 次方法論争の状況をみると, 
形の上からみると50年代前半の時期は,専門学術 

誌における多数の論文での論争が行われ, 5的三代 

後半から60年代にかけては/方法論を新たな認識 

論で基礎づけようとする.目的をもって，著作によ 

る展開が增加した。

(ホ） この論争を通じて内容的に整理してみると戦後 

のドイツ経営経済学は^^ゥの方向にな；̂。

① 『理論学厥』

1 ) Gutenberg学派 (新ケルン学派)， Gutenberg, 
Schreiber, Koch, Jacob

2) Rieger 学源，Schaffer. Linhardt, Erhard, 
Bergler, Scherpf 等

リーガー学派は, Gutenberg学派を更に一歩進 

めて，経営学を経済学の一分野学科であると考え 

る。

② 『技術学派』

1 ) 新技術学派；(Mellerowicz, Hax 学派）Melle- 
rowicz,'. Fischer, Leffelholz, Hax, Hasenack, 
Keinhorst, Moxter, Wohe

2 ) 経営学派(管理論派）• （アメリカ管理論の立場） 

Deutsch, Junckerstoff
③ 赚 学 派 J

A. Marx, Sandich, Kalver&m 
H  50年代後半からの技術本新は，方法論争におい 

て G utenberg論 争 （精密®論問題）から企樂経営 

の綜合イ匕の卖態に即応する，"綜合性，，をめぐる 

論議が中心になり，そこに理論的応用学としての 

上記の新技術学派を生んだのである。

(ト） 新たな科学的方法論の芽生え……現代の動向， 

例えぱ言麓の分析，命題の研究から理論自体の論 

理的妥当性をさぐろうとする分析哲学（記号論！！ 

学)的手法でGutenberg理論の方法論的基礎づけ 

，を試みようとするSchreiber.にみられる新たな方
お
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法論的研究が出说している。

以上，小島三郎君の学位請求主論文r戦後西ドィッ 

経営経済学の展開J , 謙論文「ドイッ経験主義経営経 

済学の研究」はいずれも，経営経済学の自立性を主眼 

■とした経営経済学の方法論的観点力、‘らの多年に直る研 

究である。 ， .
今世紀始めから，現代に至る諸論文，諸箸書を博く 

淡激し誠に詳細且つ全面的なドィッ経営経済学研究 

の労作である。戦後の経営学研究がァメリ力理論の研 

究に - ^ 方的に傾斜しているわが国学界に，右の点で寄- 

与する功績は多大であると 考える。 . ■ .
よって，この優れた業績からみて小鳥三郎君は経资 

学博士の学位を授与せられる十分の資格ある者と認め 

る。 .
論 文 審 査 担 当 者 主 查 小 高 泰 雄  

副 查 — 五郎 

副 查 石 坂 厳

レ'' 大西昭君学位授与報告

論的，実!E的研究が進められている。第 4 章は低0r1|fe' 
譜国の特質でもある二重経済廣造の変本と経济開発の 

戦略についての理論的展開にちてられており，第 6 章 

ではアジア低開発諸国の経済成長と贸息の展望があた 

えられている。% 7 章は低開発諸国の経済開発と対外 

援助に関する筵者の兒解が述べられており，この譲論 

を補足するものとして第8 章のアジア低開発地域の接 

助必耍額の推計と第9 ぎの日本の経清発展と対外援助 

貧担に関する針量経済学研究がある。

第 5 章と第10章はビルマにおける開衆評画と東西の‘ 
経済技術協力め歴史的経験の評価r あてられている。

第11室は当論文の結論にあたる部分であっで低開発諸 

国の地域経済統合に関する第:者の見解が，述べられて 

おウ，とくにアジア地域に存在する多数の小国ゐ地域： 

的協力関係強化の必要性が強調されている。’
副論文では主論文を捕足するものとしてュカフ0：地； 

域の低開発国経済予測の方法論力展開されている。第 

1 部では•■一国経済成長モデルJ のセイロン経済への 

適用例を示しており，そして第2 部では，ユカフ:T地 

域の先進3 力国と後進18力面を含む「動学的多数国モ 

デルがJ 適用されており. 国際的にも最も先駆的な試： 

みでもる。

報 告 番 号 甲 第 205号 

学位の種類経済学博士 

授与の年月日昭和43年 9 月19日 
学位論文題名「低開発IS経済開発の研究J .

内 容 の 要 旨

「低開発周経済開発の别究」論文要旨

大 西 昭

当論文の目的はアジア地域の低開発諸国の経済開発 

Vif開する理論的，実IE的研究を®じて経済開発の指針 

を提供することにる。.r主論:^J に収められた調査 

研究論文は低開発諸国の経済開発問題に関して昭和34 
年 4 月〜41ギ 3 月までの過去？年間l̂ iわたる餘者の研 

究成座をとりまとめたものであり， r副論文J は昭和 

41ギ 4 月以降の最近2 力年間の研究成果をとりまとめ 

たものでもる， なお， r参考論文J としてこのはど日 

本経済研究センタで行なわれた！®際会譲における大 

来佐武郎氏との共同報告論文を提出することにした。

主論文の振1 章から第3 章は戦後の低開発国経済開 

発論の文献展望と批評にあてられており，第 4 容以後， 

当論文の主題であるアジア低開発諸fflの経済開発の理

• 論文審靈の要旨

主論文として提出された;本書は，大西君がかつてさ： 

まざまの機会に発ましナこ11の論文を包含している，こ 

れらの論文はかならずしも十分に整理され一貫した体 

系に組込まれているとはいいがたいのでむしろ，個別1 
論文に即して大西君の主題に対する寄与を知る必要が 

ある。 ，

第 1 ぎ〜第3 章は大西君もいうとおり入門的手弓Iき 
でちり，低開発国開発理論の展望と，バウアーおよび 

ミントの箸作の紹介に当てられている。

第 5 章，第10章はビルマについてのケース‘チタデ 

ィであるが, 視点はピル-^の链济計画，海外接助に中 

心がおかれ，比較的客観的にポ実の説明がおこなわれ 

ている。

本書で大西君の経済開発政策に閲する積極的発言は， 

m 章の対外披助政策，およぴ第11章の地域経済統合 

論にf 出せる。対外拔助政策に関してほ大西君はその 

援助国 . 被拔助® への形響を検IH■した上で，援助が福 

祉性の塞'単によるよりもむしろ効率性基準にもとづく 

ものでf c り，低開発国の白立発展をうながすことを奨 

、.、) ^ しか1 が虚沖跋他の粉助は低tni発国間の■
m { i2 8 )
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発展の格差をますます深めるものであるから，効率性ている本まこそ本書の白盾として推奨に値いするも 

基準の援助を補完するものとして，地域経清統合論をのである。

積極的にま持している。 第 9 享はむしろ日本経済の成長モデルにおいて，対'
以上にあげた諸章においては,発展の理論および政外援助負担がどのような影響を日本経済に与えるかを 

策に関して，かならずしも十分論理的な分析ならびに分析している。構造そのものの推計には-若モ問題が;^ 
説得力ある論旨の展はう力、がえない。む し ろ 本 書 の る し "一~■たとえぱ投入関数ノ5ラメータ一の推計一

最大の貢献は* 第 も 6, 8 , および9 学における，低開 

発国開発のための計量モデルの作成とその分析にある 

というべきである。

第 4 章はその総括ともいうべき部分で，ことで大西 

君はその開発した励学的多部門モデル，および動学的 

多数国モデルの骨-了rを禅ぺている。前者は一P の開発 

を目的としたモデルであり，後者は多数国間の貿易マ 

トリクスを考慮に入れたものであり, レオンチェフ， 

モデルの拡張である。、ナこ だ し ここでい5 動学モデル 

というのは，資本係数マトリクスを用いた本来の意味 

のレオンチェフ動学モデルではない。

大酉君は多部門モデルにもとづいて低開発ぽにおけ 

る蓄積と消費，輸出-と輸入代替，均衡成長と不均衡成 

長，援助と自立という問題を論じているが，このモデ 

ルが実際にこうした期題にどう関連してくるのかは明 

らかでない。多数菌のモデルについても同様で，これ 

が®際的二重経済構造の存在をどのようにして示して 

いるものなのか明らかでない。

その意味では，具体的な数値をあげて説明する，他 

の諸章がむしろ有意義である

すでに開発されたわ力*、国の多くの同#モデルとの比較 

檢討の余地もあるが, 対外•援助負担が積極的にモデル 

に導入されていろ点は，大西君の功績である，ただし 

このモデルにもとづく作簾結果め数値力';示されていな 

いのは残念である。

副論文 Metliods on Economic Projections of the Less 
Developed Countries in the ECAFE Region は， 2 部 

からなり，第 1 部は Projections of the Trade Gap for 
Ceylon to 1970 and 1 9 7 5 ,第 2 部 Projections of Eco
nomic Growth and Intra-Regional Trade for the ECA
FE Region 1965-1970である。 両論文は関速のある 

主題を取り扱っているが，独なの論文でもる。

第ユ餘{文は，ュカフ地域諸国のなかで,比較的高 

い 1人当すこ' 所得をもつ, 茶, ゴム，ココナット製品 

という第1 次産品の輸出に大きく依存するセイロンを， 

典型的な輸出経资国としてとりあげ，その賀易キ:ャダ 

プを推-計している。

そしてアプローチは2 種試み.られており，第 1 は成 

長目標設定型，第 2 は成長目標非設定型である。第 1 
は{? D P の特定の成長経路が，計画目標達成のために， V *  JL^ JL Vノ ノ/ル; 此 | |? 0>/ハ 脚 振违队  め f " ' -

第 6-章は域内贸易に重点をおいた地域経济成長モデ外部から予め決定されている。これに対して，第 2 で 

ルの作成とそれによる分析である。この作業は各国のは , G D P の成長率は計画目標から自由に，内部で决 

外輸出のトレンドを外生的に与えた場合，目標年次定されるものである。 ：

の低開発地域経济バランスを予測するものである。 こ モ デ ル は I と！！と2 種が構成されており，モデルI 
こでは地域内輸tt(係数ャトリクスは過去のデ一タをそは26本の式，キデルIIは22本の式から成る。生産関数, 
のまま用い，とくに政策的仮説は導入されていない。 G D P 調査関数，投資関数，贊金所得分配関数，消費 

域内の質易をつうじる関迪性は域外賈易にくらべると開数，政府収入関数，輸出関数，輸入関数をデータか

かなり港く， したがって域内輸出マトリクスの導入の 

意義は，将来の政策モデルの作成にf矣つぺきものであ 

ろう。 しかし大西君が積極的に地域モデルを低開発 

国間において設矩し, 突際に計画したことは，高ぐ評 

伽しなけ.れぱならない。

むしろ分析の周到さにおいては，第 8 章の多数国モ 

デルによる拔助必要額の插計がすぐれている。とくに 

日本をふく,む域内贸凝マトリクス，IS別の構造方程式 

の描計は，各国間の異質性•同質性をさぐる上で貴重 

な爽料となろう。大西君は政策目標別に5 個 の ケ ス  

を分かち,それぞれ前提をして貧易ギャップを推計し

— ™ 67 (jf2p)

ら，フィットのよいようfc線型で推定する。モデルI 
ほ，過去の構造パラメーターの外挿にもとづくプロジ 

ェクシg ンA を表わしモデル 'n t t , 構造バラメータ 

一の、若干が経済め計画成長経路に合わせるよう意园的 

にI^IEされている，f |-画成長率にもとづくプロジェク 

ションB を表わす。 ’
プロジェクシ3 ンの結果は, . セイロン経済は過去0  

パラメーターを多く変えることなく， 3 く一セントの 

成長率を維持できそうなとと（プロジクシン A)また 

過去のバラメ ターを，自力依存に対するより--層の 

努力ともう/>しの外国接助によって効果的に考えるこ
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